
（資料１）

　（参考）広域連合設立以来、次のとおり５年単位で計画を作成。

　　　第１次広域計画　　平成１９～２３年度
　　　第２次広域計画　　平成２４～２８年度
　　　第３次広域計画　　平成２９～令和３年度

年 月
R3

10 ○高齢者医療懇談会に「改定素案」提示
○関係市町村及び広域連合議員に「改定素案」提示

11
◆改定素案を基にパブリックコメントを実施

12 ○パブリックコメントの意見集約
　　　　（意見集約後に公表）

R4 1 ○パブリックコメントを踏まえた「改定案」の作成
　

2 ○高齢者医療懇談会、関係市町村に「改定案」提示

■『広域連合議会』において「改定案」の議決
3

○公表及び各関係機関等への送付・提出

 【意見募集期間】
　　令和３年11月25日（木）～12月24日（金）
 【対象者】
　　大阪府内に在住の方又は在勤・在学の方、府内に所在する団体
 【実施にかかる広報】
　　・プレス発表 　　・広域連合ホームページ
　　・市区町村窓口への意見募集ちらし等の設置
 【意見提出方法】
　　「意見提出用紙」の郵送又はＦＡＸ、電子メール、持参
 【意見募集の結果】

　　期間内にお寄せいただいたご意見はありませんでした。

■広域計画の改定スケジュールについて

第４次広域計画（案）について

■広域計画について

　広域計画は、地方自治法第291条の７の規定に基づき、後期高齢者医療制度に関する
事務を総合的かつ計画的に処理するために作成する。広域計画を作成・変更するとき
は、議会の議決を経なければならない。

■広域計画の期間及び改定について

　現行の第３次広域計画では「第３次広域計画の期間は、平成29年度からの５年間と
し、その後、５年を単位に改定します。」と規定しているため、令和４年度からの第４
次広域計画を今年度中に作成する必要がある。

取 組 内 容

■パブリックコメントの実施概要について

■「改定素案」から「改定案」への変更

　パブリックコメントにおいてご意見がなかったため、内容の変更はありません。

　　　改定案：別添のとおり

素 案

パブリック
コメント

改定案

提示と

《議決》

公表
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Ⅰ 広域計画の趣旨                            

 

後期高齢者医療制度は、急速な少子高齢化に伴う超高齢社会を展望した新たな

医療保険制度体系の一環として、平成２０年４月にスタートしました。 

同制度は、都道府県ごとに、すべての市町村で組織する広域連合が運営してい

ます。広域計画は、地方自治法第 291 条の７の規定に基づき、広域連合及び関

係市町村が後期高齢者医療制度に関する事務処理を総合的かつ計画的に処理す

るために作成するものです。 

大阪府においては、平成１９年１月に大阪府後期高齢者医療広域連合（以下「広

域連合」という。）を設立し、下記のとおり広域計画を作成して、国及び大阪府の

指導のもと、関係市町村と連携協力し、円滑に事業を進めてまいりました。 

第１次広域計画  平成１９年度～平成２３年度 

第２次広域計画  平成２４年度～平成２８年度 

第３次広域計画  平成２９年度～令和３年度 

この度、現在の広域計画の期間が、令和３年度で満了となることに伴い、引き

続き、広域連合と関係市町村が連携協力して、安定的な事業運営を行っていくた

め、令和４年度から令和８年度までの５年間の、第４次広域計画を作成するもの

です。 

 

第４次広域計画には、広域連合規約第５条の規定により、次の項目について記

載します。 

（１）後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務

に関すること 

（２）広域計画の期間及び改定に関すること 
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Ⅱ 後期高齢者医療制度の現状と課題                    

 

令和 3 年４月現在の日本の総人口は１億 2,541 万人、そのうち 75 歳以上人

口は 1,870 万人（14.9％）です。今後も総人口及び現役世代人口は減少すると

ともに高齢者人口は増加を続け、団塊の世代が 75 歳以上となる令和４～7 年

（2022～2025 年）には後期高齢者医療費の急増が懸念されています。 

国においては、全ての世代の方々が安心できる持続可能な全世代型社会保障の

実現に向け、負担のあり方の見直しなどを含めた総合的な検討を進めるとしてい

ます。（「経済財政運営と改革の基本方針 2021」） 

広域連合は、国の動向を注視しつつ、被保険者が安心して医療を受けられ、地

域で健康的な生活を送れるよう、制度の運営主体としての役割を果たしていく必

要があります。 

 

≪大阪府の現況及び広域連合における主な取組状況≫ 

（１）被保険者数の推移 

後期高齢者医療制度では、75 歳以上の方及び 65 歳以上 75 歳未満で一定の

障がいのある方が被保険者となります。大阪府における被保険者数は、令和３年

4 月現在で 117 万 7 千人であり、制度施行時の平成 20 年と比較して約 1.6 倍

に増加しています。 

また、大阪府の総人口に占める被保険者の割合は 13.4％と、平成 20 年から

同じく 1.6 倍に上昇しています。（図１） 

 

  

【図１】大阪府の総人口と被保険者数の推移 

※総人口（大阪府ホームページ「大阪府毎月推計人口」より）は各年４月１日現在、

被保険者数は各年４月末日現在。  
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（２）医療費の状況 

大阪府における後期高齢者の１人当たり年間医療費は 100万円を超えており、

全国でも高い水準にあります。（図２） 

今後、被保険者の増加に伴い医療費のさらなる増大が見込まれるため、引き続

き医療費適正化や高齢者の健康増進に積極的に取り組む必要があります。 
 

 
 

 

 

（３）保険料の収納状況 

保険料の収納確保は、負担の公平性担保及び適正な制度運営に欠かせない重要

課題です。広域連合では毎年度、収納対策実施計画を策定し、具体的な目標や取

組内容を定めて着実な収納確保に努めています。制度発足以来、収納率は毎年度

上昇傾向にあります（図３）が、今後も向上・維持するよう継続した取組が必要

です。 

  

【図２】1 人当たり年間医療費の推移 

※厚生労働省医療保険データベース「後期高齢者医療事業状況報告」による。 

※各年度は、３月診療分から翌年２月診療分までの 12 ヵ月実績。  

【図３】保険料収納率の推移 
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（４）高齢者保健事業の実施状況 

人生 100 年時代を見据え、高齢者ができるだけ長く自立し充実した生活を送

ることができるよう、高齢者の健康保持増進の取組はますます重要となっていま

す。広域連合では、保健事業実施計画※（以下「データヘルス計画」という。）を

策定し、市町村における介護予防事業等との一体的な実施など、PDCA サイクル

に沿った効果的かつ効率的な事業実施に努めています。 

 

※「保健事業実施計画（データヘルス計画）」 

各種保健医療関連統計資料、健康診査の結果やレセプト等から得られる情報、その他の

健康や医療に関する情報を活用して、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るために

策定する事業計画。 

第 1 期データヘルス計画  平成２７年度～平成２９年度 

第 2 期データヘルス計画  平成３０年度～令和５年度 

 

（５）まとめ 

第 4 次計画期間は、上記のように第 3 次計画時より被保険者数や総人口に占

める後期高齢者の割合はさらに増加し、厳しい状況にあります。 

一方で、1 人当たりの医療費はいまだ全国に比較して高い傾向にあるものの、

大きく上昇することなく横ばいで推移し、保険料の収納率は上昇傾向であるなど

一定の成果を得ていることから、第 4 次計画においては前計画の趣旨を踏まえつ

つ、さらなる取組強化に努めます。 
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Ⅲ 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町村が行う事務  

 

１ 基本方針 

 

後期高齢者が安心して医療を受けるとともに地域で健康的な生活を送れるよ

うに、制度を安定的かつ円滑に運営するため、次の基本方針を定めます。 

 

○関係市町村との連携の強化 

後期高齢者医療制度は、広域連合が運営主体となりますが、窓口業務など一部

の事務は関係市町村が実施します。関係市町村とより緊密な連携を図り、一層円

滑な事業運営に努めます。 

 

○医療費の適正化の推進 

医療費の増大が続く中、適切で効率的な医療を持続的に提供するには、医療費

の適正化が最重要課題であり、適正化に向けた取組みを積極的に推進します。 

 

○高齢者保健事業の推進 

高齢者の健康寿命の延伸に向けて、データヘルス計画に基づき、健康診査をは

じめとした各種の保健事業を着実に推進します。 

また、高齢者一人ひとりの状況に応じたきめ細かで効果的な事業とするため、

関係市町村との連携のもと、市町村が実施する国民健康保険保健事業や介護保険

の地域支援事業、健康増進事業等と一体的に実施されるよう取り組みます。 

 

○財政運営の安定化 

効率的で安定した財政運営を図るため、予算編成等においては、事務事業の見

直しを徹底し、最小限の経費で最大限の効果が上がるよう努めるとともに、保険

料収入の確保及び適正な債権管理に取り組みます。 

 

○住民意見の反映と住民サービスの確保 

被保険者をはじめ広く住民の意見を聴取し、制度運営に反映するよう努めると

ともに、関係市町村との連携のもと、住民サービスの確保を図ります。 

 

○個人情報の適正管理 

制度運営に当たっては、広域連合と関係市町村の間で、住民基本台帳情報、課

税情報及び医療情報のやりとりが不可欠です。個人情報保護規定やセキュリティ

ポリシーに則り、個人情報の取扱いを厳格に管理します。 
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２ 事業計画 

 

（１）被保険者の資格管理に関すること 

関係市町村は、被保険者の資格の取得、喪失など異動の届出等の受付事務を行

い、広域連合に送付します。 

広域連合は、提供された情報をもとに、被保険者台帳により被保険者資格を管

理するとともに、被保険者証その他の必要な証明書を被保険者に対して交付しま

す。また、被保険者、医療機関等がオンライン資格確認システム上で医療保険資

格情報等を滞りなく閲覧できるよう、被保険者情報の提供を適切に行います。 

短期有効期限被保険者証等の交付については、被保険者間の保険料負担の公平

性、制度に対する信頼性を確保する観点から、適切に運用します。なお、一部負

担金の負担割合の変更や広域外転出者等に係る旧被保険者証の回収については、

引き続き回収に努めます。 

 

（２）医療給付に関すること 

関係市町村は、高齢者の医療の確保に関する法律第５６条に規定する後期高齢

者医療給付に関して、療養費、高額療養費等の支給申請等の受付事務を行い、申

請等に関する情報を広域連合に送付します。 

広域連合は、申請に対する支給決定等を行うとともに、給付情報を一元的に管

理します。 

また、後期高齢者医療給付の審査・支払及びレセプトの点検・保管、医療費通

知の実施、重複・頻回受診訪問指導の実施、ジェネリック医薬品の普及促進、第

三者行為求償、不正・不当利得への対応は、広域連合の責任において行います。 

 

（３）保険料の賦課徴収に関すること 

関係市町村が保有する被保険者に係る課税情報をもとに、広域連合が保険料を

賦課（軽減判定及び減免決定も含む。）します。なお、保険料率は、広域連合の区

域内均一とし、概ね２年間を通じ、財政の均衡を保つことができるものとします。 

関係市町村は、保険料徴収及び保険料に関する申請の受付等の事務並びに滞納

整理を行います。 

保険料の収納確保は、負担の公平性の観点及び適正な制度運営の根幹にかかわ

る重要課題です。関係市町村は、収納率の向上に努めるとともに、広域連合は、

収納対策実施計画の策定や収納担当者会議の開催のほか、大阪府とともに、必要

に応じて関係市町村の取組みを支援し、保険料の収納確保に努めます。 
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（４）保健事業に関すること 

広域連合は、厚生労働大臣の示す指針を踏まえ、関係市町村や医療機関等と連

携しつつ、データヘルス計画に基づき、後期高齢者医療の状況を把握し、健康診

査の結果やレセプト等から得られる情報等を活用して、被保険者の健康の保持増

進のため効果的かつ効率的な保健事業を実施します。 

また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進するため、広域連合

は、関係市町村に保健事業の実施を委託し、現状分析や情報共有、関係機関との

調整などの各種支援を行います。 

関係市町村は、広域連合から上記委託を受けた場合、各地域特性に合わせた効

果的・効率的な保健事業の基本的な方針を定め、国民健康保険、介護保険、健康

づくり等の関係部局と相互に連携して事業を実施します。 

 

（５）その他後期高齢者医療制度に関する事務 

関係市町村は、（１）から（４）に付随する窓口事務等を行います。 

後期高齢者医療制度に関する住民からの相談や苦情への対応については、広域

連合と関係市町村が緊密に連携して対応します。 

また、住民に対する制度内容の周知・啓発については、各種広報媒体やホーム

ページ、パンフレット等を活用し、広域連合と関係市町村が連携協力して行いま

す。 

 

 

 

Ⅳ 計画期間及び改定                           

 

第４次広域計画の期間は、令和４年度からの５年間とし、その後、５年を単位

に改定します。 

ただし、広域連合長が必要と認めたときは、随時改定を行うこととします。 
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（資料２－１） 

窓口負担の見直し等の施行について 

1.経 緯 

 

R2.12.15 閣議決定「全世代型社会保障改革の方針について」 

R3.5.11 衆議院通過 

R3.6.4 参議院可決・成立 

R4.1.4 政省令公布 施行期日政令（R4.10.1 を施行日と定める） 

     整備政令（２割負担対象者の所得算定方法等を定める） 

     整理省令（高確法の改正に伴う条文整理等） 

 

2.窓口負担の見直し等の概要 

 

（見直し等の骨子） 

 後期高齢者医療の被保険者のうち、現役並み所得者以外の被保険者であって、一定所得以上（※）

であるものについて、窓口負担割合を 2割とする。 

 

※課税所得が 28万円以上かつ「年金収入＋その他の合計所得金額」が 200 万円以上（単身世帯の

場合。複数世帯の場合は 320 万円以上）。 

※長期頻回受診患者等への配慮措置として、外来受診において、施行後 3 年間、１ヶ月の負担増

を最大でも 3,000 円とする措置については政令で規定。 

※別紙１「後期高齢者の窓口負担が２割となる所得基準の考え方について」参照 

     （出典：厚生労働省ＨＰ「高齢者医療制度の概要等について」） 

 

（全被保険者のうち２割負担となる割合（想定）） 

 全国  ２０．５％ 

 大阪府 １９．８％ 

※別紙２「２・３割負担の対象者数（都道府県別）」参照 

     (出典：厚生労働省ＨＰ「R3.2.12 社会福祉審議会医療保険部会」) 

 

 

3.今後の予定  

 

（令和４年度における被保険者証の取扱い） 

  国の方針に基づいて、令和４年度は２回交付の予定  

 R4.7 R4.8.1～R4.9.30 まで有効の被保険者証を全被保険者に送付（１割・３割） 

 R4.9 R4.10.1～R5.7.31 まで有効の被保険者証を全被保険者に送付（１割・２割・３割） 
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 （準備スケジュール概要） 

 R4.1～ 国による「後期高齢者窓口負担割合コールセンター」を設置（1/4～3 月（予定）） 

 広域連合ホームページ改訂（順次改訂） 

     ※ 厚生労働省のホームページから周知広報リーフレットのダウンロード・印刷を行

うことで活用可能となることを、別途、厚生労働省から医療機関団体等に案内予定。 

      

R4.2 当広域連合のコールセンターを強化（３月末日まで予定） 

  ①問合せ専用ダイヤル新設 ②スタッフ増員 

     市町村窓口配架用リーフレット（コールセンター専用ダイヤル等掲載）完成 

     ※別紙３「後期高齢者の窓口負担割合の見直しリーフレット（市区町村配架用）」原稿参照 

 

R4.春頃～ 市町村ホームページ・広報誌等対応（可能な市町村から順次対応） 

R4.5 頃  制度改正版の後期高齢者医療制度のしおり（市町村窓口配架等用）完成 

R4.7 R4.8.1～R4.9.30 まで有効の被保険者証を全被保険者に送付（１割・３割） 

           ※ 9/30 までの短い有効期限の証となる「お知らせ」を同封予定 

R4.夏頃  段階的にシステム改修対応  

R4.夏頃  当広域連合のコールセンターを再強化（予定） 

R4.9 R4.10.1～R5.7.31 まで有効の被保険者証を全被保険者に送付（１割・２割・３割） 

      ※ 今般の窓口負担の見直しに関する「お知らせ」を R4.7 に引き続き同封予定 

R4.9 下旬  配慮措置を確実に実施するために口座未登録者に対して事前登録勧奨通知 

R4.10.1 窓口負担の見直し等 施行 

 

 

4.備 考 

 

 （被保険者証の再交付（２回目交付）に伴う例規改正対応） 

  令和４年度に限り被保険者証の有効期間が変則的となることから、後期高齢者医療広域連合後

期高齢者医療に関する条例施行規則の附則で規定することで対応予定。 

  その他、所要事項（条ズレ対応等）について確認予定。 

 

 （参考：大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例施行規則） 

第２条 広域連合長は、毎年８月１日に被保険者証の更新をするものとし、その有効期限は、

翌年の７月３１日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、広域連合長が必要と認めるときは、その有効期限は別に定める

ものとし、当該有効期限の翌日に被保険者証の更新をすることができる。 

 

 



後期高齢者の窓口負担割合の見直しについて

○ 令和４年度（2022年度）以降、団塊の世代が後期高齢者となり始めることで、後期高齢者支援金の急増が見込まれ
る中で、若い世代は貯蓄も少なく住居費・教育費等の他の支出の負担も大きいという事情に鑑みると、負担能力のあ
る方に可能な範囲でご負担いただくことにより、後期高齢者支援金の負担を軽減し、若い世代の保険料負担の上昇を
少しでも減らしていくことが、今、最も重要な課題である。

○ その場合でも、何よりも優先すべきは、有病率の高い高齢者に必要な医療が確保されることであり、他の世代と比
べて、高い医療費、低い収入といった後期高齢者の生活実態を踏まえつつ、窓口負担割合の見直しにより必要な受診
が抑制されるといった事態が生じないようにすることが不可欠である。

○ ２割負担の所得基準、施行日、配慮措置について政府・与党が協議して確認した。12月14日に全世代型社会保障検
討会議の最終報告でとりまとめ。

[②施行日]

施行に要する準備期間等も考慮し、令和４年度後半（令和４年10月から令和５年３月までの各月の初日を想定）で、政令で定める。

（次期通常国会に必要な法案の提出を図る）

[③配慮措置]

長期頻回受診患者等への配慮措置として、２割負担への変更により影響が大きい外来患者について、施行後３年間、
１月分の負担増を、最大でも3,000円に収まるような措置を導入

（※） 窓口負担の年間平均が約8.3万円⇒約10.9万円（＋2.6万円） （配慮措置前は約11.7万円で＋3.4万円）

[①２割負担の所得基準]

課税所得が28万円以上（所得上位30％ （※１））かつ年収200万円以上（※２）の方を２割負担の対象（対象者は約370万人（※３））

（※１） 現役並み所得者を除くと23％

（※２） 単身世帯の場合。複数世帯の場合は、後期高齢者の年収合計が320万円以上。また、収入基準額は、課税所得をもとに年金収入のみの世帯を前提に計算
（対象者のほとんどが年金収入であるため、年金収入のみで収入基準額を計算）。
収入基準に該当するかどうかは、介護保険同様に「年金収入とその他の合計所得金額」が年収の下限の額を上回るかで判定

（※３） 対象者数の積算にあたっては、収入基準に該当するかも含めて計算。対象者約370万人が被保険者全体（約1,815万人）に占める割合は、20％。

給付費
後期高齢者支援金

（現役世代の負担軽減）
後期高齢者保険料
（高齢者の負担軽減）

公費

▲1,880億円 ▲720億円 ▲180億円 ▲980億円

（参考）財政影響（2022年度満年度）

※ 施行日が2022年度後半であることから、2022年度における実際の財政影響は満年度分として示している上記の財政影響よりも小さくなる。

koikioa254
テキストボックス
別紙１－１



※単身世帯（後期高齢者が１人の世帯）の年収200万円
＝課税所得（28万円） ＋ 基礎控除（43万円） ＋ 社会保険料控除（16万円） ＋ 公的年金等控除（110万円）

※複数世帯（後期高齢者が２人以上の世帯）の年収320万円
＝課税所得（28万円） ＋ 基礎控除（43万円） ＋ 社会保険料控除（20万円） ＋ 配偶者控除（38万円） ＋ 公的年金等控除（110万円） ＋配偶者の年金（78万円）

世帯内の後期高齢者のうち
課税所得が最大の方の
課税所得が28万円以上か

○ 「課税所得」は、収入から、給与所得控除や公的年金等控除、所得控除（基礎控除や社会保険料控除）を差し引
いた後の金額 〔所得税などで用いられる考え方〕

○ 「年金収入＋その他の合計所得金額」 〔介護保険の利用者負担割合と同様の考え方〕
・ 年金は、公的年金等控除を差し引く前の金額
・ その他の合計所得金額は、事業収入や給与収入から、必要経費や給与所得控除を差し引いた後の金額

１割

世帯に後期高齢者
が２人以上いるか

28万円未満

28万円以上

１人だけ

２人以上

「年金収入＋その他の合計所得金額」
が200万円以上か

「年金収入＋その他の合計所得金額」
の合計が320万円以上か

200万円未満

200万円以上

１割

２割

（基礎年金満額相当）

後期高齢者の窓口負担が２割となる所得基準の考え方について

320万円未満

320万円以上

１割

２割

koikioa254
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（資料２－２） 

 窓口負担割合が２割となる方には 負担を抑える配慮措置があります  

● 令和４年１０月１日の施行後３年間（令和７年９月３０日まで）は、 

２割負担となる方について、月々の外来医療の窓口負担割合の引き上げに伴う 

負担増加額を 3,000 円までに抑えます（入院の医療費は対象外）。 

● 配慮措置の適用で払い戻しとなる方は、高額療養費として、事前に登録されている 

高額療養費の口座へ後日払い戻します。 

 

【配慮措置が適用される場合の計算方法】 

 例：１か月の医療費全体額が 50,000 円の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２割負担となる方で高額療養費の口座が登録されていない方には     

 令和４年９月下旬に広域連合より申請書を郵送します            

配慮措置の確実な実施のために、２割負担の対象者のうち口座登録がない方に対し、 

令和４年９月下旬に、高額療養費振込用の預金口座を登録する用紙を、広域連合より 

被保険者あてに郵送します。 

なお、業務効率化のため、業務委託や申請書入力についての OCR 活用などが国において 

示されたため、申請書の作成から発送、受付、システムへの入力、コールセンターの設置 

を広域連合で行います。 

 

スケジュール（予定） 

令和４年３月下旬 委託業者をプロポーザルにより決定 

令和４年９月下旬 高額療養費口座登録勧奨通知を被保険者あてに送付 

令和４年１１月末 申請書受付期限 

※口座データについては随時、標準システムへ取り込みを行う。 

窓口負担割合１割のとき  ① 5,000円 

窓口負担割合２割のとき  ② 10,000円 

負担増 ③ （②－①） 5,000円 

窓口負担増の上限 ④ 3,000円 

払い戻し （③－④） 2,000円 

配慮措置 

１か月 5,000 円の負担増を 

3,000 円に抑制するための 

差額を払い戻します。 



 

 

 

 

（資料３） 

 

 

 

 

 

 

令和４・５年度保険料率改定について 
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後期高齢者医療制度における保険料率の算定方法の概要等 

 

【保険料率の算定方法】 

後期高齢者医療制度における保険料率は、高齢者の医療の確保に関する法律等に基づき、 

２年を通じて財政の均衡を保つよう、次のように算定します。 

 

 

期別 年 度 均等割額(年額) 所得割率 賦課限度額 

１期 平成20・21年度 ４７，４１５円 ８．６８％             ５０万円 

２期 平成22・23年度 ４９，０３６円 ９．３４％ ５０万円 

３期 平成24・25年度 ５１，８２８円 １０．１７％ ５５万円 

４期 平成26・27年度 ５２，６０７円 １０．４１％ ５７万円 

５期 平成28・29年度 ５１，６４９円 １０．４１％ ５７万円 

６期 平成30・令和元年度 ５１，４９１円   ９．９０％ ６２万円 

７期 令和2・3年度 ５４，１１１円  １０．５２％ ６４万円 

８期 令和4・5年度 ５４，４６１円  １１．１２％ ６６万円 

※ 保険料の軽減措置（令和4・5年度） 

・世帯の所得に応じて保険料均等割を7割・5割・2割軽減   

・被扶養者であった方の軽減措置 

（資格取得後2年を経過する月までの間に限り均等割額の5割を軽減。 

所得割額は当面の間は賦課なし） 

医療給付費など、後期高齢者医療制度の給付等に必要な経費 

〔約1兆2,812億円〕 

国庫負担金及び府・市町村負担金等 

〔約6,141億円〕 

現役世代からの支援金 

〔約5,197億円〕 

剰余金 

〔約95億

円〕 

保険料 

収納必要額 

〔約1,379億円〕 

  

保険料 

収納必要額 

〔約1,379億

円〕 

÷ 

予定保険料 

収納率 

〔99.47％〕 

＋ 

保険料 

減免額 

〔約1.4億円〕 
＝ 

保険料賦課総額 

〔約1,388億円〕 

 

保
険
料
賦
課
総
額 

被保険者均等割総額 

※1〔約690億円〕 
÷ 

被保険者数 

〔約127万人〕 
＝ 

被保険者均等割額 

〔54,461円〕 

所得割総額 

※2〔約698億円〕 
÷ 

被保険者の基礎控除後

の総所得金額等 

〔約6,278億円〕 

＝ 
所 得 割 率 

〔11.12％〕 

〔   〕内の金額は2年間の平均 

※1 被保険者均等割総額 ＝  保険料賦課総額  ÷ ( １ ＋ 所得係数 (※3) ) 

※2 所得割総額 ＝ 被保険者均等割総額  ×  所得係数（※3） 

※3 所得係数  ＝ 当広域連合一人当たり所得 ÷ 全国被保険者の一人当たり所得  ＝ 1.01159475052 

 

【各都道府県広域連合により保険料率が異なる主な理由】 

(1) 一人当たりの医療給付費水準の違い 

(2) 各都道府県広域連合の被保険者の所得水準の違い(調整交付金等の影響) 

 

【大阪府後期高齢者医療広域連合の保険料率】 

（※４）第８期保険料率最終試算時点の割合 

全被保険者の69.81％（※4） 
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【現行保険料率】

均等割額 所得割率

54,111円 10.52%

【主な増要素】

・後期高齢者負担率の増（11.41％→11.77％）

・一人当たり医療給付費の増（R4：1.1％増、R5：1.1％増）

【第１回目の試算結果（令和3年10月）】

均等割額 所得割率
一人当たり

平均保険料額
伸び額(※)
伸び率(※)

一人当たり
平均保険料額

伸び額(※)
伸び率(※)

59,389円 12.55% 95,961円/年
7,914円
8.99%

119,757円/年
10,293円
9.40%

【医療給付費の精査、制度改正による影響反映等（令和4年1月）】

【主な増要素】

・後期高齢者負担率の増（11.41％→11.77％→11.72％）

・一人当たり医療給付費の増（R4：1.1％増、R5：1.1％増 → R4：1.2％増、R5：1.1％増 → R4：0.4％減、R5：1.0％増）

【主な減要素】

・窓口負担見直しに伴う減　R4・R5トータルで一人あたり830円減、ただし、配慮措置により390円増。

・令和4年度診療報酬改定　全体で▲0.94％（診療報酬本体＋0.43％、薬価▲1.35％（ただし不妊治療の保険適用のための

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 特例的な対応+0.09％を除く）、材料価格▲0.02％）

均等割額 所得割率
一人当たり

平均保険料額
伸び額(※)
伸び率(※)

一人当たり
平均保険料額

伸び額(※)
伸び率(※)

58,210円 12.08% 93,696円/年
5,649円
6.42%

117,094円/年
7,630円
6.97%

【保険料の増加抑制】

【剰余金の活用】

・令和３年度財政収支の精査等による剰余金の活用

　　（現行（第7期）：170億円/２か年)　⇒　（令和4・5年度（第8期）：190億円/２か年）に拡充

均等割額 伸び額(※) 所得割率 伸び率(※)
一人当たり

平均保険料額
伸び額(※)
伸び率(※)

一人当たり
平均保険料額

伸び額(※)
伸び率(※)

54,461円 350円 11.12% 0.60% 87,664円/年
▲383円
▲0.43％

109,553円/年
89円
0.08%

※　上記の（▲383円）のうち、２割負担の影響分を再掲　（内訳：医療給付費〔減要素▲830円〕＋配慮措置〔増要素+390円〕）

（参考）２割負担の影響
（配慮措置を含む）伸び額（※）

【財政安定化基金の活用】
受益と負担の観点から保険料収入で賄うべきとの大阪府の見解
（H24.2 大阪府知事）により、財政安定化基金の活用はしない。

▲440円

〔一人当たり平均保険料額の伸び額（伸び率）について〕
保険料軽減後ベースとして計算した場合には、低年齢層ほど年金収入が低い傾向にあ
り、政令軽減対象者が増加しているため、一人当たり平均保険料額の伸び額（伸び率）
はマイナスとなった。

（参考）保険料軽減前ベース

保険料軽減後ベース （参考）保険料軽減前ベース

まとめ

・　一人当たりの医療給付費の精査や余剰金の活用等により、さらなる保険料の増加抑制に努めた。
・　試算結果として、令和2・3年度最終試算時比で、均等割額が（+350円）、所得割率が（＋0.60％）となった。
　　保険料軽減後ベースの一人当たり平均保険料額としては、令和2・3年度最終試算時比で（▲383円／▲0.43％）となった。
・　保険料軽減後ベースの一人当たり平均保険料額が上記となった主な要因
　　主な減要素⇒①高額医療費の負担金（歳入）の増　②政令軽減対象者（歳入）の増　③医療給付費の減（窓口負担割合見直し効果）
　　　　　　　　　　 ④医療給付費の減（診療報酬マイナス改定効果）　⑤剰余金の積み増し
　　主な増要素⇒①後期高齢者負担率の変更　②医療給付費の増（自然増）
・　今後とも、若人人口割合の減少に伴う現役世代からの支援金（歳入）の伸びの鈍化（後期高齢者負担率の増）や一人当たりの医療給付費の増（自
然増）の傾向は継続することが想定される。よって、保健事業によって健康寿命を延ばしていくことで医療給付費の増加抑制を図ることなどがより一層
重要となる。また、後期高齢者の医療の確保が持続できるよう、他の広域連合と連携しつつ国への所要の要望等についても検討していく。

保険料の
増加抑制

 医療給付費の
精査、制度改正
による影響反映

等

第1回目の
試算

（10月）

（参考）保険料軽減前ベース

※　令和2・3年度最終試算時の一人当たり保険料からの伸び額・伸び率。

第８期（令和４・５年度）の保険料率の試算にかかる経過及び保険料増加抑制策について

一人当たり平均保険料額
現行の保険料
 (令和2年度
・3年度)

(参考)後期高齢者負担率
　若人人口の減少による若人一人当たりの負担増に対し、若人減少率
の内1/2の割合について高齢者の負担率を引き上げ、若人からの支援
金を調整するもの。

保険料軽減後ベース

※　令和2・3年度最終試算時の一人当たり保険料からの伸び額・伸び率。

（参考）保険料軽減前ベース

一人当たり平均保険料額

88,047円/年　※ 109,464円/年　※

保険料軽減後ベース 保険料軽減後ベース

※一人当たり平均保険料は令和2・3年度最終試算時のもの。

※　令和2・3年度最終試算時の一人当たり保険料からの伸び額・伸び率。

保険料軽減後ベース
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大阪府後期高齢者医療広域連合における 

令和4・5年度の保険料推計（詳細） 

 

Ⅰ 保険料推計の基となる推計数値等 

 ◇被保険者数（平均）      1,266,575人（4年度 1,236,676人・5年度1,296,473人） 

 ◇高齢者負担率         11.72％ 

 ◇一人当たり給付費の伸び  ４年度 対前年度比 0.4％減 

５年度 対前年度比 1.0％増 

◇所得係数            1.01159475052 

◇保険料賦課総額（平均）  138,757,398,000円 （収納率及び保険料減免を考慮） 

  ・ 予定保険料収納率     99.47％ 

  ・ 保険料減免額        142,179,000円／年 

 ＜保険料賦課総額（平均）    {(Ａ）-（Ｂ）- 剰余金}÷２÷予定保険料収納率＋保険料減免額＞ 

 ◇賦課限度額           660,000円 

 ◇剰余金（２か年度）       19,000,000,000円 
 

（Ａ） 医療給付費等費用総額 【2か年度】 （2兆5,624億109万円） 

内 

 

    

訳 

医療給付費総額 
(4年度)   1兆2,324億4,041万円 一人当たりの医療給付費の伸び率、被

保険者の伸び率を乗じて算出。 (5年度)   1兆3,056億 922万円 

財政安定化 

基金拠出金 
0円 

リスク分及び増加抑制分としても拠出は

しない。 

特別高額医療費 

共同事業拠出金 
(4・5年度2ヵ年）20億8,048万円 収入と同額で算出。 

保健事業に要する 

費用 

(4年度)     49億8,221万円 
健診単価に4年度、5年度の受診見込数(受診

率約 25％)を乗じて算出。歯科健診、人間ドッ

ク、介護予防との一体的実施の経費も算入。 (5年度)      62億6,509万円 

審査支払 

手数料の額 

(4年度)      20億9,610万円 手数料単価にレセプト見込件数を乗じて

算出。 (5年度)       22億129万円 

その他の費用 
(4年度)     33億1,900万円 葬祭費支給額５万円に支給見込件数を

乗じて算出。 (5年度)        34億730万円 

（Ｂ） 国庫負担金等収入総額 【2か年度】 （2兆2,676億3,998万円） 
 

Ⅱ 試算結果 

◇ 均等割額 ５４，４６１円 

◇ 所得割率 １１．１２％ 

◇ 政令軽減後の一人当たり平均保険料額  

    年額 ８７，６６４円    （均等割３２，５７２円 ・ 所得割５５，０９２円） 

     【 伸び率 ▲０．４３％、 ※令和２年・３年度 年額８８，０４７円 】 

政令軽減前の一人当たり平均保険料額 

年額 １０９，５５３円 （均等割額 ５４，４６１円 ・ 所得割額 ５５，０９２円） 

【 伸び率 ０．０８％、   ※令和２年度・３年度 年額１０９，４６４円 】 
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○高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一部を改正する政令（令和4年1月4日公布)

　【賦課限度額の改定と保険料の関係】

（参考１)　賦課限度額の推移 （国基準）

（参考２)　大阪府広域連合における所得階層別被保険者数

※所得額別被保険者数は、厚生労働省「令和２年度 後期高齢者医療制度被保険者実態調査報告」による。 　

　1000万円以上

400万円以上500万円未満

1,179,157 100%

9,252 0.78%

1216万円以上 10,423 0.88%

4,651

合　計

0.39%

681万円以上901万円未満 8,491 0.72%

901万円以上1216万円未満 6,296 0.53%

500万円以上700万円未満

700万円以上1000万円未満

不　　詳

383万円以上445万円未満 17,263 1.46%

445万円以上563万円未満 18,929300万円以上400万円未満 1.61%

250万円以上300万円未満

270万円以上320万円未満 79,143 6.71%

320万円以上383万円未満 35,027 2.97%

150万円以上200万円未満

200万円以上250万円未満

170万円以上220万円未満 116,832 9.91%

220万円以上270万円未満 125,262 10.63%

50万円以上100万円未満

100万円以上150万円未満

 120万円超150万円未満 85,597 7.26%

150万円以上170万円未満 51,364 4.36%

30万円未満           

30万円以上50万円未満 

医療給付費の伸び等により保険料負担の増加が見込まれる中、受益と負担の関連、被保険者の納付意識への影響、中間所得層
の負担とのバランス等を考慮し、保険料の賦課限度額を引き上げる。

610,627 51.79%

所得額　(万円)

所得なし             

後期高齢者医療の保険料賦課限度額の改定について

　　　賦課限度額　６４万円　⇒　６６万円

563万円以上681万円未満

120万円以下           

（参考)年金収入の場合(万円) 被保険者数 構成割合

均等割額のみ賦課
（約６割）

均等割額及び所得割額を賦課
（約４割）

所得の高い方に保険料を
多くご負担いただくことに
なりますが、中間所得層の
負担は軽減されることにな
ります。

賦課限度66万円超過者数見込み: 約2万1千人（1.72％）
なお、年金収入の場合は約772万円以上で該当
※令和4・5年度保険料率（案）による

中間所得層の負担に配慮

●賦課限度額

現行64万円 ⇒改定後66万円

上限額【改定後 66万円】

上限額【現行 64万円】

所得割50%

均等割50%

【現行】 【改定後】

所得

保
険
料
額

限度額に達する収入及び所得

年金収入785万円（年金所得約590万円） 年金収入772万円（年金所得約588万円）

※令和4・5年度保険料率（案）に基づき算定

（均等割 54,461円 所得割率 11.12％）
※令和2・3年度保険料率（案）に基づき算定

（均等割 54,111円 所得割率 10.52％）
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（参考)　年間保険料額

  

(1) 単身世帯（収入は年金のみ）の場合 令和２・３年度

（第７期保険料率策定時）

１５３万円 １６８万円 １９６万５千円 ２２０万円 ３００万円

４３万円 ５８万円 ８６万５千円 １１０万円 １９０万円

　単身世帯（収入は年金のみ）の場合 令和４・５年度

（第８期保険料率策定時）

１５３万円 １６８万円 １９６万５千円 ２２０万円 ３００万円

４３万円 ５８万円 ８６万５千円 １１０万円 １９０万円

年　額 １０５円 １，００５円 ２，７８５円 ４，３００円 ９，１７０円

（1月当たり） (９円) (８４円) (２３２円) (３５８円) (７６４円)

２１７，９２５円

４３，５６８円

増加額

５４，４６１円
均等割額　②

保険料総額（円）
１６，３３８円 ３３，０１８円 ７５，６０２円

所得割額　① ０円

１１８，０７２円

１６，６８０円

　　　　　　①＋②

軽減後の被保険者
１６，３３８円 １６，３３８円 ２７，２３０円

７４，５０４円

被保険者均等割額
７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

の軽減割合

１１３，７７２円 ２０８，７５５円

総所得金額等

４８，３７２円

　被保険者均等割額＝５４，４６１円　　所得割率＝１１．１２％

年金収入額

所得額

基礎控除後の
０円

１６３，４６４円

１５万円 ４３万５千円 ６７万円 １４７万円

７割軽減

※　基礎控除額は税制改正後ベース（43万円）で計算

２割軽減
の軽減割合

保険料総額（円）
７２，８１７円

被保険者均等割額
５割軽減

　　　　　　①＋②

軽減後の被保険者
１６，２３３円

１６，２３３円 ３２，０１３円

１６，２３３円 ２７，０５５円 ４３，２８８円 ５４，１１１円
均等割額　②

７０，４８４円１５，７８０円 ４５，７６２円 １５４，６４４円所得割額　① ０円

基礎控除後の

　被保険者均等割額＝５４，１１１円　　所得割率＝１０．５２％

６７万円
総所得金額等

年金収入額

４３万５千円 １４７万円０円 １５万円

所得額
公的年金等控除額

(110万円)

基礎控除額
(43万円)

公的年金等控除額
(110万円)

基礎控除額
(43万円)
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(2) 後期高齢者夫婦二人世帯（収入は年金のみ）の場合 令和２・３年度

（第７期保険料率策定時）

●妻の年金収入額７８万円は、基礎年金額を例としています。

夫 １５３万円 １６８万円 ２２５万円 ２７２万円 ３００万円

妻 ７８万円 ７８万円 ７８万円 ７８万円 ７８万円

夫 ４３万円 ５８万円 １１５万円 １６２万円 １９０万円

妻 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

夫 ０円 １５万円 ７２万円 １１９万円 １４７万円

妻 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

夫 ０円 １５，７８０円 ７５，７４４円 １２５，１８８円 １５４，６４４円

妻 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

５割軽減 ２割軽減

夫 １６，２３３円 １６，２３３円 ２７，０５５円 ４３，２８８円 ５４，１１１円

妻 １６，２３３円 １６，２３３円 ２７，０５５円 ４３，２８８円 ５４，１１１円

夫 １６，２３３円 ３２，０１３円 １０２，７９９円 １６８，４７６円 ２０８，７５５円

妻 １６，２３３円 １６，２３３円 ２７，０５５円 ４３，２８８円 ５４，１１１円

合計 ３２，４６６円 ４８，２４６円 １２９，８５４円 ２１１，７６４円 ２６２，８６６円

　後期高齢者夫婦二人世帯（収入は年金のみ）の場合 令和４・５年度

（第８期保険料率策定時）

●妻の年金収入額７８万円は、基礎年金額を例としています。

夫 １５３万円 １６８万円 ２２５万円 ２７２万円 ３００万円

妻 ７８万円 ７８万円 ７８万円 ７８万円 ７８万円

夫 ４３万円 ５８万円 １１５万円 １６２万円 １９０万円

妻 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

夫 ０円 １５万円 ７２万円 １１９万円 １４７万円

妻 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

夫 ０円 １６，６８０円 ８０，０６４円 １３２，３２８円 １６３，４６４円

妻 ０円 ０円 ０円 ０円 ０円

５割軽減 ２割軽減

夫 １６，３３８円 １６，３３８円 ２７，２３０円 ４３，５６８円 ５４，４６１円

妻 １６，３３８円 １６，３３８円 ２７，２３０円 ４３，５６８円 ５４，４６１円

夫 １６，３３８円 ３３，０１８円 １０７，２９４円 １７５，８９６円 ２１７，９２５円

妻 １６，３３８円 １６，３３８円 ２７，２３０円 ４３，５６８円 ５４，４６１円

合計 ３２，６７６円 ４９，３５６円 １３４，５２４円 ２１９，４６４円 ２７２，３８６円

２１０円 １，１１０円 ４，６７０円 ７，７００円 ９，５２０円

(１８円) (９３円) (３８９円) (６４２円) (７９３円)

７割軽減

総所得金額等

所得割額　①

被保険者均等割額の軽減割合

　被保険者均等割額＝５４，４６１円　　所得割率＝１１．１２％

年金収入額

軽減後の被保険者

年金収入額

所得額

所得額

基礎控除後の

総所得金額等

所得割額　①

被保険者均等割額の軽減割合

軽減後の被保険者

均等割額　②

保険料総額（円）

※　基礎控除額は税制改正後ベース（43万円）で計算

７割軽減

　被保険者均等割額＝５４，１１１円　　所得割率＝１０．５２％

均等割額　②

　　　　　　①＋②

増加額
年　額

（1月当たり）

基礎控除後の

　　　　　　①＋②

保険料総額（円）

公的年金等控除
額(110万円)

基礎控除額
(43万円)

公的年金等控除
額(110万円)

基礎控除額
(43万円)



○被保険者数の推移について

全被保険者数

4月末

4月末

4月末

4月末

4月末

4月末

11月末

（内訳）

4月末

4月末

4月末

4月末

4月末

4月末

11月末

○被保険者年齢構成　（令和3年11月末現在）

年齢階層 被保険者数（人） 構成比（％）

65～69歳

70～74歳

小計（65～74歳）

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳～

小計（75歳～）

合計

平均年齢 歳

1,180,397 99.15

1,190,558 100.00

81.11

31.34

229,861 19.31

97,012 8.15

26,624 2.24

4,142 0.35

被保険者数（人）
対前年

増減数（人）
20年4月との

比較（％）
（再掲）現役並み

所得者（人）
構成比
（％）

平成20年 723,702 72,092 9.96

平成29年 1,062,563 146.82 78,713 7.41

平成30年 1,103,391 40,828 152.46 80,585 7.30

平成31年 1,147,752 44,361 158.59 85,051 7.41

令和2年 1,173,097 25,345 162.10 84,775 7.23

令和3年 1,177,228 4,131 162.67 83,746 7.11

75歳以上被保険者数 65歳以上75歳未満被保険者数

被保険者数（人）
対前年

増減数（人）
被保険者数（人）

対前年
増減数（人）

令和3年 1,190,558 164.51 82,467 6.93

平成20年 695,662 28,040

平成29年 1,048,009 14,554

平成30年 1,090,040 42,031 13,351 ▲ 1,203

平成31年 1,135,496 45,456 12,256 ▲ 1,095

令和2年 1,161,793 26,297 11,304 ▲ 952

令和3年 1,166,619 4,826 10,609 ▲ 695

10,161 0.85

449,629 37.77

373,129

令和3年 1,180,397 10,161

※「▲」はマイナス

2,563 0.22

7,598 0.64

制度施行状況
（資料４）
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○所得階層別の被保険者数

※所得は、収入から必要経費等を差し引いた所得総額（基礎控除前）。

　（例）年金収入のみで、年収が120万円以下の場合（公的年金等控除額120万円)　→　「所得なし」

※厚生労働省「令和２年度 後期高齢者医療制度被保険者実態調査報告」の数値から作成。

○保険料率の推移

◆ 保険料率の推移

○保険料の軽減措置

　【均等割額の軽減措置（世帯の所得水準に応じた軽減及び元被扶養者への軽減）】

 

 

 

 

 

 
※資格取得後２年間に限り軽減

合　　計 ８０４，９３６人 67.30%

※令和３年度保険料確定賦課時の対象被保険者
1,195,984人に対する適用人数とその割合

0.30%

所 得 水 準 １２４，８８７人 10.44%

２割 ４３，２８８円 ３，６０７円 １４１，３９２人 11.82%

７割 １６，２３３円 １，３５３円 ５３５，０５８人 44.74%

５割
元被扶養者(※)

２７，０５５円 ２，２５５円
３，５９９人

令和３年度
軽減割合

軽減後の均等割額(令和３年度)
適用人員

被保険者に
占める割合年　額 月　額

第６期 平成30・31年度 ５１，４９１円  9.90％ ６２万円

第７期 令和２・３年度 ５４，１１１円 10.52％ ６４万円

第４期 平成26・27年度 ５２，６０７円 10.41％ ５７万円

第５期 平成28・29年度 ５１，６４９円 10.41％ ５７万円

第２期 平成22・23年度 ４９，０３６円  9.34％ ５０万円

第３期 平成24・25年度 ５１，８２８円 10.17％ ５５万円

期　別 年　度 均等割額(年額） 所得割率 年間限度額

第１期 平成20・21年度 ４７，４１５円  8.68％ ５０万円

所得不詳 4,651 0.39%

合　　計 1,179,157 100%

700万円以上1000万円未満 6,296 0.53%

  1000万円以上 10,423 0.88%

400万円以上 500万円未満 9,252 0.78%

500万円以上 700万円未満 8,491 0.72%

250万円以上 300万円未満 17,263 1.46%

300万円以上 400万円未満 18,929 1.61%

150万円以上 200万円未満 79,143 6.71%

200万円以上 250万円未満 35,027 2.97%

 50万円以上 100万円未満 116,832 9.91%

100万円以上 150万円未満 125,262 10.62%

30万円未満           85,597 7.26%

　30万円以上  50万円未満 51,364 4.36%

（令和2年9月末現在)

所　得　額 被保険者数(人) 構成割合

所得なし             610,627 51.79% 均等割額のみ賦課
（被保険者の約６割）

均等割額及び所得割額を
賦課
（被保険者の約４割）
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　【被保険者均等割額の軽減措置等】
(令和３年度 要件)

※1 給与所得者等の数とは、次のいずれかの条件を満たす同一世帯内の被保険者及び世帯主の合計人数

です。２人以上いる場合に適用します。

(1)　給与等の収入金額が55万円を超える方

(2)　65歳未満かつ公的年金等収入金額が60万円を超える方

(3)　65歳以上かつ公的年金等収入金額が125万円を超える方

※2 世帯の所得水準に応じた保険料の軽減措置７割軽減を受けている場合は７減軽減が適用されます。　

○保険料収納率の推移

○ 新型コロナウイルス感染症に係る保険料の減免状況

※ 延べ件数（減免対象年度ごとの集計）で計上。
令和３年度の欄は令和３年１２月２８日決定分までを集計。
財源は令和２年度決定分に引き続き令和３年度決定分についても全額国費負担。

7,964,176合計 5,609 413,252,598 250 11,104,548 76

3,554,170

令和３年度 1,319 117,013,304 104 5,535,383 37 4,410,006

令和２年度 4,290 296,239,294 146 5,569,165 39

決定年度
全体 うち死亡（再掲） うち重篤（再掲）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

令和元年度 99.36% 0.01% 98.69%

令和2年度 99.47% 0.11% 98.90%

平成29年度 99.25% 0.05% 98.47%

平成30年度 99.35% 0.10% 98.70%

平成27年度 99.09% 0.05% 98.18%

平成28年度 99.20% 0.11% 98.40%

平成25年度 99.01% 0.08% 97.90%

平成26年度 99.04% 0.03% 98.02%

平成23年度 98.93% 0.15% 97.58%

平成24年度 98.93% 0.00% 97.70%

平成21年度 98.56% 0.16% 96.87%

平成22年度 98.78% 0.22% 97.24%

年　度 保険料収納率 増減数(対前年度) （参考）普通徴収収納率

平成20年度 98.40% 96.26%

７割
　同一世帯内の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額が
【基礎控除額（43万円）＋10万円×（給与所得者等の数(※1)－1）】を超えないとき

５割

要件① 後期高齢者医療制度に加入する日の前日において、会社の健康保険や共済組合、
　　　 船員保険の被扶養者であった方で資格取得後２年間(※2)

要件② 同一世帯内の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額が
【基礎控除額（43万円）＋28万5千円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数
(※1)－１）】を超えないとき

２割
　同一世帯内の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額が
【基礎控除額（43万円）＋52万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数(※1)
－1）】を超えないとき

軽減割合 軽　減　判　定　基　準
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　○医療給付費

　　医 療 給 付 費 の 年 度 別 比 較

医療給付費総額
１，１３２，８００百万円

１００％
（１，１５５，２２６百万円）

歯 科
５０，６７２百万円

４．５％
（５３，７７６百万円

４．７％）

調 剤
１５８，７８７百万円

１４．０％
（１６０，０９２百万円

１３．９％）

食事・生活療養
１３，６０３百万円 １．２％

（１４，０４８百万円 １．２％）

訪問看護療養
１４，９２５百万円 １．３％

（１２，３７４百万円 １．１％）

柔道整復施術療養

１０，０２６百万円 ０．９％ （１１，９７０百万円 １．０％）
はり・きゅう、マッサージ施術療養

１０，１１０百万円 ０．９％ （１１，３６４百万円 １．０％）

その他療養（現金支給）
１４，７０１百万円 １．３％

（１５，２５３百万円 １．２％）

医 科
８５９，９７６百万円 ７５．９％

（８７６，３４９百万円 ７５．９％）

１人当たり給付額 ９６３千円

※３月から２月診療分の１２ヶ月

（ ）は昨年度分の数値を記載

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算）

医療給付費 1,098,991,455 千円 1,155,225,894 千円 1,132,799,793 千円

増　減 29,822,432 千円 56,234,439 千円 ▲22,426,101 千円

対前年度比 102.8 ％ 105.1 ％ 98.1 ％

被保険者数平均
(3月～2月）

1,116,776 人 1,157,424 人 1,176,480 人

増　減 40,353 人 40,648 人 19,056 人

1人当り給付費 984 千円 998 千円 963 千円

増　減 ▲9 千円 14 千円 ▲35 千円

対前年度比 99.1 ％ 101.4 ％ 96.5 ％

注）医療給付費は、保険給付費から審査支払手数料、葬祭費、R2.7豪雨災害分、
　　傷病手当金を除いたもの。

令和２年度医療給付費内訳
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○新型コロナウイルス感染症による医療給付費への影響

令和元年度
（単位　円）

令和２年度
（単位　円）

令和３年度
（単位　円）

令和2年度
伸び率a
（Ｒ2/Ｒ1）

令和3年度
伸び率b
（Ｒ3/Ｒ2）

令和3年度
伸び率c
（Ｒ3/Ｒ1）

３月診療分 95,797,815,232 98,063,114,896 103,397,374,849 2.36% 5.44% 7.93%

４月診療分 96,119,355,173 90,187,061,805 97,402,986,051 ▲6.17% 8.00% 1.34%

５月診療分 96,145,628,000 86,418,293,338 92,758,558,024 ▲10.12% 7.34% ▲3.52%

６月診療分 93,985,974,024 93,836,426,744 95,651,662,731 ▲0.16% 1.93% 1.77%

７月診療分 99,369,574,492 96,637,593,079 96,656,588,027 ▲2.75% 0.02% ▲2.73%

８月診療分 95,516,803,522 93,485,687,195 96,089,490,418 ▲2.13% 2.79% 0.60%

９月診療分 93,915,207,186 94,965,722,118 95,636,815,104 1.12% 0.71% 1.83%

１０月診療分 97,810,727,713 100,038,031,622 - 2.28% - -

１１月診療分 97,036,531,906 95,693,169,570 - ▲1.38% - -

１２月診療分 98,634,707,234 98,076,693,163 - ▲0.57% - -

１月診療分 96,980,287,331 94,701,448,282 - ▲2.35% - -

２月診療分 93,913,282,313 90,696,550,944 - ▲3.43% - -

合計 1,155,225,894,126 1,132,799,792,756 677,593,475,204 ▲1.94% 3.67% 1.01%

※伸び率ｂ及びｃは3月診療分から9月診療分までの合計を比較

医療給付費（総合計）

95,798 96,119 96,146

93,986

99,370

95,517

93,915

97,811
97,037

98,635

96,980

93,913

98,063

90,187

86,418

93,836

96,638

93,486

94,966

100,038

95,693

98,077

94,701

90,697

103,397

97,403

92,759

95,652

96,657

96,089 95,637

85,000

87,000

89,000

91,000

93,000

95,000

97,000

99,000

101,000

103,000

105,000

百万円 医療給付費（総合計）

R1総合計 R2総合計 R3総合計

74,107
73,387

73,916
72,775

76,538

73,432

72,318

75,541

74,442

75,732 75,872

72,324

75,462

68,475

66,506

72,441

74,527

72,369

73,426

77,225

73,789

75,182
74,320

69,846

79,763

74,419

71,201

73,928
74,578

74,150 73,472

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

76,000

78,000

80,000

百万円 医療給付費（医科）

R1医科 R2医科 R3医科
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新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金支給状況

　 ※　  令和２年４月１７日より施行。

4,635
4,544

4,426

4,563
4,725

4,001

4,354

4,651 4,666 4,677

4,229
4,321

4,468

3,620

3,307

4,538 4,490

3,911

4,388

4,842

4,490
4,621

3,859

4,150

4,942

4,610

4,088

4,558

4,442

4,127

4,465

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

百万円
医療給付費（歯科）

R1歯科 R2歯科 R3歯科

13,013

14,048

12,894

12,578

14,060

13,364
13,130

13,787

13,202

14,294

12,962

12,760

13,917

14,173

12,100

13,082

13,787

12,682

13,039

13,935

12,744

14,380

12,640

12,308

14,320

13,857

12,445

13,105

13,542

13,162
13,352

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

百万円 医療給付費（調剤）

R1調剤 R2調剤 R3調剤

　　

※ 令和３年度の欄は令和３年１２月２８日決定分までを集計。
財源は令和２年度決定分に引き続き令和３年度決定分についても全額国費負担。

1,344,845
2,465,188
3,810,033

20

金額

合計 30

件数

令和３年度
令和２年度 10

決定年度
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令和元年12月 令和2年7月 令和2年12月 令和3年7月

1 田尻町 74.37% 76.76% 77.36% 79.95%

2 摂津市 78.06% 77.82% 80.61% 79.93%

3 能勢町 81.39% 78.67% 81.73% 79.47%

4 高槻市 77.54% 78.20% 79.41% 79.33%

5 熊取町 77.38% 77.87% 79.20% 78.99%

6 寝屋川市 77.01% 77.05% 78.30% 78.57%

7 岬町 75.18% 75.82% 77.87% 77.52%

8 門真市 74.85% 75.74% 77.51% 77.25%

9 枚方市 74.51% 75.59% 77.27% 77.05%

10 泉佐野市 74.17% 74.04% 76.32% 76.23%

11 茨木市 72.40% 72.84% 76.19% 76.11%

12 八尾市 73.78% 74.15% 75.69% 75.80%

13 松原市 73.44% 73.48% 75.43% 75.46%

14 豊能町 74.44% 74.55% 76.54% 75.44%

15 羽曳野市 71.53% 72.42% 74.73% 74.93%

16 堺市 72.99% 73.41% 74.72% 74.85%

17 富田林市 70.78% 70.84% 75.28% 74.81%

18 守口市 72.86% 73.10% 74.84% 74.74%

19 交野市 72.41% 73.57% 74.62% 74.67%

20 大阪市 72.28% 72.91% 74.53% 74.59%

21 島本町 73.12% 73.90% 74.95% 74.35%

22 四條畷市 71.01% 71.73% 73.24% 74.21%

23 泉大津市 71.37% 72.36% 74.25% 73.99%

24 忠岡町 72.68% 73.43% 75.24% 73.73%

25 池田市 70.73% 71.28% 72.47% 73.45%

26 岸和田市 70.49% 71.60% 73.32% 73.40%

27 泉南市 72.39% 72.91% 73.70% 73.22%

28 吹田市 70.47% 71.63% 72.92% 73.21%

29 箕面市 70.06% 71.14% 73.21% 73.12%

30 貝塚市 70.66% 70.70% 73.05% 72.61%

31 柏原市 70.29% 70.92% 73.43% 72.56%

32 河南町 68.27% 68.85% 71.23% 72.54%

33 豊中市 70.28% 71.06% 72.44% 71.99%

34 藤井寺市 69.70% 70.03% 71.92% 71.89%

35 高石市 71.90% 71.11% 72.95% 71.88%

36 東大阪市 69.46% 69.72% 70.99% 70.70%

37 河内長野市 69.14% 69.01% 71.22% 70.48%

38 和泉市 67.74% 68.50% 69.88% 70.42%

39 大阪狭山市 68.40% 67.86% 70.20% 70.35%

40 太子町 65.81% 65.96% 69.15% 69.87%

41 阪南市 68.06% 68.74% 68.96% 69.45%

42 大東市 67.18% 66.80% 67.85% 68.65%

43 千早赤阪村 59.59% 58.03% 61.74% 62.02%

72.27% 72.81% 74.46% 74.45%

※処方年月における市町村別の普及率を示しています。

※令和3年7月の普及率が高い市町村の順に表示しています。

※処方年月における対象者データをもとにジェネリック医薬品利用差額通知を発送しています。

○ジェネリック医薬品普及率（医薬品数ベース）

順位 市町村名
処方年月

大阪府全体
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（１）市町村の取組状況 令和3年12月22日現在

低栄養
口腔
機能

服薬
糖尿病
性腎症

その他
の生活
習慣病

ア イ ウ エ

1 大阪市 ○ 66 66 〇 〇 〇 〇 〇

2 堺市 ○ 21 21 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

3 岸和田市 ○ 6 6 〇 〇 〇 〇 〇 〇

4 豊中市 ○ 7 7 〇 〇 〇 〇

5 池田市
8
月

2 2 〇 〇 〇 〇 〇 〇

6 吹田市 ○ 6 6 〇 〇 〇 〇 〇 〇

7 泉大津市 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇

8 高槻市 ○ 4 4 〇 〇 〇

9 貝塚市 ○ 3 3 〇 〇 〇 〇

10 枚方市 ○ 13 13 〇 〇 〇

11 茨木市 ○ 5 3 〇 〇 〇

12 富田林市 ○ 3 3 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

13 寝屋川市 ○ 6 2 〇 〇 〇 〇 〇

14
河内長野

市
10
月

6 6 〇 〇 〇

15 松原市 ○ 4 4 〇 〇 〇 〇 〇

16 和泉市 ○ 4 4 〇 〇 〇 〇 〇 〇

17 箕面市 ○ 14 14 〇 〇

18 柏原市
7
月

1 1 〇 〇 〇 〇 〇

19 羽曳野市 ○ 3 3 〇 〇 〇 〇 〇 〇

20 摂津市 ○ 2 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇

21 藤井寺市 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

22 東大阪市 ○ 25 3 〇 〇 〇 〇 〇

23 泉南市 ○ 4 4 〇 〇 〇

24 四條畷市 ○ 3 3 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

25 交野市 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇

26
大阪狭山

市
○ 1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇

27 阪南市 ○ 4 4 〇 〇

28 島本町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇

29 豊能町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇

30 能勢町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇

31 熊取町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇

32 田尻町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇

33 岬町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

34 太子町
7
月

1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

35 河南町 ○ 1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

36
千早赤阪

村
○ 1 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

6 19 11
36 28 22 8

36
14 16 1 4 23 12

b)重症化予防
a)重複
・頻回受

診

b)重複
投薬

合計 225 196 17 16

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施
　フレイル等の高齢者の特性を踏まえた健康支援を行い適切な医療や介護サービスにつなげることで、生活習慣病の重症化予防や介護予防を促進し、健康
寿命の延伸を図るため、市町村への事業委託により、高齢者の保健事業と市町村における介護予防事業等との一体的な実施に取組んでいる。

市町村

開始時期
（初回契約
年度）

日常
生活
圏域
数

実施
地域
数

①ハイリスクアプローチ
②ポピュレーション

アプローチ

ア)低栄養防止・
重症化予防

イ)重複・頻回受
診者、重複投薬者

等への相談

ウ)健康
状態不明
者の把握

その他

ア)フレイルの啓発・健康教育・相談
イ)フレイル状態の把握・保健指導
ウ)気軽に相談できる環境づくり
エ)その他複合的取組Ｒ

2
年
度

Ｒ
3
年
度

Ｒ
4
年
度

a)栄養・口腔・服薬
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概要 令和３年度（見込み）

データヘルス計画実施
に伴う分析事業

（令和元年度～）

ＩＣＴを活用した分か
りやすい健康診査通知
事業

・健康診査結果通知 8,000人

（令和元年度～） ・歯科健康診査結果通知 8,000人

高齢者のフレイル予防
のための情報提供事業

・健康診査結果通知 8,000人

（令和２年度～） ・歯科健康診査結果通知 8,000人

・１回目 令和3年11月4日 78名

・２回目 令和3年11月8日 72名

（令和２年度～） （実施済み）

・令和2年9月～令和3年5月検討

・令和3年6月市町村へ提供

・医師会 令和3年11月25日

・歯科医師会 令和3年7月28日・10
月25日

・薬剤師会 令和3年5月22日

（実施済み）

・ワーキングチーム 令和3年8月19
日・8月20日

・保健事業支援評価委員会　令和3
年12月14日

（実施済み）

・1回目　令和3年7月21日

・2回目　令和3年11月18日

（実施済み）

・3回目　令和4年2月7日（予定）

（２）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進するための広域連合の取組

一体的実施を推進する
ための市町村職員研修

・一体的実施に従事する市町村職員を対象に、
専門研修及びKDBシステムの活用研修を大阪府
国民健康保険団体連合会と共同で開催

⑥
一体的実施に係る医療
関係団体との連携促進

一体的実施の推進に向けて各地域医療関係団体
の理解・協力を促進するため、事業の意義や医
療関係団体の役割等について研修や説明会を開
催

③
フレイル予防に関する意識を醸成するため、健
康診査・歯科健康診査結果からフレイルのおそ
れのある対象者を抽出し情報提供書を送付

④

⑤

取組内容

①
市町村の健康課題の抽出等を支援するため、健
康診査の結果やレセプト等の分析結果を提供

・令和２年度のレセプト・健康診
査・歯科健康診査結果等を分析

②
被保険者の主体的な健康づくりを支援するた
め、ICT等を活用して分かりやすく健康診査・
歯科健康診査の結果を通知

健康診査結果を活用し
たフレイル抽出基準等
の検討

健康診査・歯科健康診査結果からフレイルを把
握するための基準を大阪府医師会及び同歯科医
師会等と検討し市町村へ情報提供

⑧
一体的実施に係る企
画・調整担当職員連絡
会議

一体的実施の円滑な推進に向けて、各市町村の
企画・調整担当職員間の連携及び事業実施に必
要な情報共有を行うとともにスーパーバイザー
による技術的助言を実施

⑦
一体的実施に係る事業
評価

大阪府国民健康保険団体連合会のヘルスサポー
ト事業（保健事業支援・評価委員会）等を活用
し、一体的実施に係る保健事業の評価を実施し
市町村へ還元
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  ◎参考
令和２年度

受診率（4月～9月)

1 藤井寺市 9,338 207 9,131 2,038 0 35 2,073 22.70% 19.89%

2 吹田市 44,846 848 43,998 9,808 0 143 9,951 22.62% 22.19%

3 池田市 14,786 327 14,459 3,221 0 43 3,264 22.57% 23.29%

4 千早赤阪村 1,195 32 1,163 247 0 11 258 22.18% 18.27%

5 太子町 1,941 16 1,925 379 0 24 403 20.94% 20.92%

6 河南町 2,619 37 2,582 388 125 22 535 20.72% 14.84%

7 富田林市 16,707 478 16,229 2,929 0 204 3,133 19.30% 17.37%

8 羽曳野市 16,848 498 16,350 3,018 0 136 3,154 19.29% 17.82%

9 豊能町 4,411 98 4,313 726 0 35 761 17.64% 28.62%

10 寝屋川市 34,108 438 33,670 5,789 0 144 5,933 17.62% 16.45%

11 和泉市 21,792 458 21,334 3,471 0 222 3,693 17.31% 17.53%

12 箕面市 17,980 366 17,614 2,649 0 379 3,028 17.19% 16.61%

13 高槻市 54,397 974 53,423 8,784 0 356 9,140 17.11% 18.12%

14 大阪狭山市 8,242 135 8,107 1,326 0 29 1,355 16.71% 15.95%

15 泉大津市 9,379 225 9,154 1,464 0 58 1,522 16.63% 16.12%

16 八尾市 38,143 693 37,450 5,622 0 214 5,836 15.58% 14.36%

17 河内長野市 18,387 373 18,014 2,676 0 100 2,776 15.41% 16.13%

18 門真市 17,494 282 17,212 2,556 0 34 2,590 15.05% 14.65%

19 柏原市 10,063 169 9,894 1,351 0 96 1,447 14.63% 13.90%

20 大東市 16,424 237 16,187 2,222 0 127 2,349 14.51% 12.86%

21 四條畷市 7,627 212 7,415 987 0 48 1,035 13.96% 14.08%

22 忠岡町 2,479 54 2,425 316 0 21 337 13.90% 9.45%

23 島本町 4,280 65 4,215 566 0 18 584 13.86% 12.48%

24 茨木市 34,068 735 33,333 4,236 281 95 4,612 13.84% 13.30%

25 田尻町 1,051 41 1,010 125 0 6 131 12.97% 12.91%

26 堺市 117,178 2,598 114,580 13,784 0 1,040 14,824 12.94% 11.50%

27 東大阪市 67,660 1,026 66,634 8,354 0 155 8,509 12.77% 11.40%

28 枚方市 56,191 854 55,337 6,610 0 328 6,938 12.54% 11.13%

29 高石市 8,017 176 7,841 833 81 55 969 12.36% 10.92%

30 豊中市 53,643 1,057 52,586 5,841 0 384 6,225 11.84% 11.77%

31 貝塚市 11,619 389 11,230 1,229 0 53 1,282 11.42% 10.65%

32 熊取町 5,904 106 5,798 486 109 63 658 11.35% 8.76%

33 摂津市 10,971 207 10,764 687 433 27 1,147 10.66% 10.01%

34 松原市 18,531 240 18,291 1,869 0 69 1,938 10.60% 9.26%

35 泉南市 8,811 297 8,514 727 0 159 886 10.41% 10.30%

36 能勢町 1,892 57 1,835 120 59 8 187 10.19% 12.57%

37 泉佐野市 13,215 338 12,877 1,235 0 54 1,289 10.01% 10.07%

38 岸和田市 26,555 720 25,835 2,425 0 146 2,571 9.95% 10.45%

39 交野市 11,498 198 11,300 1,001 0 88 1,089 9.64% 8.82%

40 大阪市 324,933 8,061 316,872 28,079 0 1,058 29,137 9.20% 8.06%

41 阪南市 8,673 227 8,446 572 118 42 732 8.67% 7.27%

42 岬町 3,160 85 3,075 154 0 23 177 5.76% 4.83%

43 守口市 21,097 330 20,767 807 0 59 866 4.17% 4.51%

合　　　計 1,178,153 24,964 1,153,189 141,707 1,206 6,411 149,324 12.95% 12.12%

※対象者数は、受診券データ抽出日（4月1日）の被保険者数から健診対象外者数を除いた数

合　　計 受診率

○令和３年度　健康診査受診状況　（４月～９月）

対象者数 個別健診 集団健診 人間ドック順位 市町村名 被保険者数 対象外者数
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  ◎参考
令和２年度

受診率（4月～9月）

1 茨木市 34,068 735 33,333 5,293 15.88% 14.15%

2 箕面市 17,980 366 17,614 2,186 12.41% 12.84%

3 和泉市 21,792 458 21,334 2,541 11.91% 11.76%

4 八尾市 38,143 693 37,450 4,297 11.47% 9.70%

5 高石市 8,017 176 7,841 745 9.50% 9.37%

6 豊能町 4,411 98 4,313 398 9.23% 8.80%

7 守口市 21,097 330 20,767 1,860 8.96% 7.67%

8 吹田市 44,846 848 43,998 3,910 8.89% 8.33%

9 河内長野市 18,387 373 18,014 1,591 8.83% 9.25%

10 柏原市 10,063 169 9,894 864 8.73% 8.18%

11 藤井寺市 9,338 207 9,131 792 8.67% 8.42%

12 富田林市 16,707 478 16,229 1,388 8.55% 7.83%

13 田尻町 1,051 41 1,010 85 8.42% 8.48%

14 東大阪市 67,660 1,026 66,634 5,541 8.32% 7.27%

15 寝屋川市 34,108 438 33,670 2,749 8.16% 7.58%

16 泉佐野市 13,215 338 12,877 1,024 7.95% 6.98%

17 大東市 16,424 237 16,187 1,229 7.59% 7.88%

18 島本町 4,280 65 4,215 319 7.57% 6.81%

19 貝塚市 11,619 389 11,230 833 7.42% 5.94%

20 摂津市 10,971 207 10,764 793 7.37% 6.77%

21 高槻市 54,397 974 53,423 3,891 7.28% 6.90%

22 羽曳野市 16,848 498 16,350 1,147 7.02% 6.51%

23 忠岡町 2,479 54 2,425 170 7.01% 6.46%

24 熊取町 5,904 106 5,798 403 6.95% 6.05%

25 泉大津市 9,379 225 9,154 634 6.93% 7.76%

26 大阪市 324,933 8,061 316,872 21,780 6.87% 6.51%

27 豊中市 53,643 1,057 52,586 3,422 6.51% 6.29%

28 門真市 17,494 282 17,212 1,118 6.50% 5.11%

29 四條畷市 7,627 212 7,415 480 6.47% 6.59%

30 河南町 2,619 37 2,582 164 6.35% 5.55%

31 能勢町 1,892 57 1,835 111 6.05% 3.97%

32 池田市 14,786 327 14,459 837 5.79% 5.41%

33 千早赤阪村 1,195 32 1,163 62 5.33% 5.74%

34 大阪狭山市 8,242 135 8,107 432 5.33% 4.82%

35 松原市 18,531 240 18,291 917 5.01% 4.85%

36 堺市 117,178 2,598 114,580 5,719 4.99% 4.45%

37 泉南市 8,811 297 8,514 423 4.97% 5.32%

38 太子町 1,941 16 1,925 92 4.78% 3.55%

39 岸和田市 26,555 720 25,835 1,208 4.68% 4.64%

40 交野市 11,498 198 11,300 526 4.65% 4.53%

41 枚方市 56,191 854 55,337 1,929 3.49% 3.34%

42 阪南市 8,673 227 8,446 281 3.33% 3.48%

43 岬町 3,160 85 3,075 74 2.41% 2.27%

合　　　計 1,178,153 24,964 1,153,189 84,258 7.31% 6.81%

※対象者数は、受診券用データ抽出日（4月1日）の実数から対象外者数を除いた数

○令和３年度　歯科健康診査受診状況　（４月～９月受診）

順位 市町村名 被保険者数 対象外者数 対象者数 受診者数 受診率
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